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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 12,475 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 129 人

団体名 島根県奥出雲町 面積 368.01 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 7,658,451 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 323438 類似団体区分 町村Ⅲ－０ 実質公債費率 12.4 ％

将来負担比率 165.0 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 68,201 68,028 68,047 66,910 純経常行政コスト 10,910 11,958 11,014 11,177

負債 23,919 23,546 23,012 22,300 純行政コスト 11,018 12,080 11,555 11,760

資産 84,524 92,614 91,711 89,952 純経常行政コスト 12,582 13,734 12,721 12,901

負債 36,371 44,113 42,605 41,032 純行政コスト 12,694 13,867 13,265 13,504

資産 87,981 95,860 95,082 93,176 純経常行政コスト 16,119 17,406 16,208 16,610

負債 38,439 45,925 44,434 42,564 純行政コスト 16,124 17,455 16,600 17,019

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
179 △ 1,232 △ 535 △ 408 業務活動収支 2,189 2,002 2,005 2,034

278 200 553 △ 425 投資活動収支 △ 1,739 △ 1,117 △ 1,394 △ 1,408

44,282 44,482 45,035 44,610 財務活動収支 △ 357 △ 909 △ 574 △ 763

562 △ 1,110 △ 554 △ 140 業務活動収支 2,993 2,968 2,733 2,900

667 △ 904 605 △ 186 投資活動収支 △ 2,137 △ 1,522 △ 1,254 △ 1,595

48,153 48,501 49,106 48,920 財務活動収支 △ 789 △ 1,412 △ 1,507 △ 1,434

807 △ 1,029 △ 439 58 業務活動収支 3,126 3,183 2,696 2,897

1,104 △ 860 714 △ 37 投資活動収支 △ 2,249 △ 1,566 △ 1,340 △ 1,610

49,542 49,934 50,648 50,612 財務活動収支 △ 762 △ 1,565 △ 1,412 △ 1,520

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

分析： 分析：
　一般会計等については、財政調整基金及び減債基金を積み立てたことにより流動資産が97百万円増加したが、固定資産が減価償却等により減少したため、資産全
体では1,137百万円減少した。負債においては、第三セクターへの損失補償額を増額たため損失補償等引当金が増加したが、地方債繰上償還等の効果により固定負
債全体としては減少したため、負債全体も712百万円減少した。
　また、公営企業会計等を加えた全体会計においても、一般会計等と同様の傾向にある。
　連結会計については、第三セクター「奥出雲椎茸」における流動負債が148百万円増加していることが特殊要因としてあげられる。

　一般会計等においては、経常費用は11,865百万円となった。業務費用が移転費用よりも多く、最も金額が大きいのは物件費等であり、道路を中心としたインフ
ラ資産の減価償却費が多額となっている。
　全体会計では、水道料金収入や医業収益を計上しているため、一般会計等に比べ経常収益は2,604百万円多くなっている一方、公営企業会計等の事業活動
により業務費用、移転費用がそれぞれ増加し経常費用が4,329百万円多くなり、純行政コストは1,724百万円多くなっている。
　連結会計では、全体会計に比べて、連結対象企業等の事業収益を計上し、経常収益が2,934百万円多くなっている一方、島根県後期高齢者医療広域連合の
保険給付費の計上などで経常費用が6,642百万円多く、純行政コストは3,515百万円多くなっている。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

　一般会計等においては、税収等の財源が純行政コストを下回ったことから、本年度差額は△408百万円となった。社会資本整備総合交付金等の国県補助金を受け
て固定資産を形成しており、その財源となる国県補助金は増加したものの、令和元年度は無償所管換等への計上額が△42百万円となったことから変動額は△425百
万円、純資産残高は△44,610百万円となった。
　全体会計では、国民健康保険税等が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて税収等が増加し、本年度差額は414百万円増の△140百万円となった。
　連結会計では、島根県後期高齢者広域連合等における国庫支出金増などの要因により本年度差額は対前年度497百万円増の58百万円となり、純資産残高も
50,612百万円で対前年度△37百万円に留まった。

　一般会計等においては、業務活動収支は前年度から微増の2,034百万円であったが、投資活動収支については、学校施設や道路整備事業など各種投資事業
に対し収入する国県補助金等の割合が少ないことから△1,408百万円となった。財務活動収支については、地方債の繰上償還等により地方債償還額が発行収
入を上回ったことから△763百万円となっており189百万円不足幅が広がった。こうした状況から年度末資金残高は対前年度△137百万円の203百万円となった。
　全体会計では、国民健康保険税なや医業収入等があることなどから一般会計等に比べて収入が増加しており業務活動収支は2,900百万円となった。投資活動
収支では水道事業、下水道事業における投資事業の実施により△1,595百万円となった。
　連結会計では、連結対象企業等の事業収支を計上し、業務活動収支は対前年度7.5％増の2,897百万円となった。

分析： 分析：
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
6,820,058 6,802,784 6,804,694 6,691,024 68,201 68,028 68,047 66,910 64,102 66,714 69,173 71,819

13,287 12,950 12,694 12,475 16,226 14,865 14,773 15,137 122,291 125,318 127,551 128,631

513.3 525.3 536.1 536.4 4.20 4.58 4.61 4.42 52.4 53.2 54.2 55.8

295.6 299.2 298.9 309.0 3.89 3.69 3.74 3.82 60.3 61.0 62.5 63.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
44,282 44,482 45,035 44,610 18,658 17,668 17,056 16,353 1,101,774 1,207,968 1,155,460 1,176,028

68,201 68,028 68,047 66,910 63,781 62,489 62,450 61,081 13,287 12,950 12,694 12,475

64.9 65.4 66.2 66.7 29.3 28.3 27.3 26.8 82.9 93.3 91.0 94.3

70.6 70.4 70.5 70.4 19.3 19.9 19.8 20.5 62.2 65.0 64.8 66.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
2,391,874 2,354,646 2,301,198 2,230,042 2,391 2,166 2,136 2,136 763 638 598 688

13,287 12,950 12,694 12,475 △ 2,353 △ 1,139 △ 1,301 △ 1,092 11,673 12,596 11,612 11,865

180.0 181.8 181.3 178.8 38 1,027 835 1,044 6.5 5.1 5.1 5.8

86.9 88.4 88.2 91.6 226.0 72.6 △ 37.6 160.4 4.6 5.3 4.2 4.9

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

分析欄：

１．資産の状況

　本町は中山間地域で民家や集落が点在しているため、道路等
のインフラ資産が多くなっているほか、公民館、幼児教育施設、
義務教育施設も各地区に整備していることから、住民一人あた
りの資産額は、類似団体平均値に比べ多くなっている。
　歳入額対資産比率は、投資事業量に比べ財源収入が少なく、
例年同様、類似団体に比べ高い数値となっている。
　有形固定資産減価償却率は、公民館や幼児教育施設など市
町村合併以降に多くの施設を整備したことなどから、比較的新
しい施設が多く、類似団体に比べ低くなっている。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は類似団体平均値を下回り、将来世代負担比率
は上回っている。
　特に将来世代負担比率は、過疎対策債のうち過疎債ソフトを
発行し事業を積極的に実施していることが主な要因としてあげ
られる。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人あたり行政コストは、過疎対策に係るソフト事業やふ
るさと納税を積み立てたふるさと応援基金を活用した事業を積
極的に実施しており、類似団体平均値に比べ多くなっている。
　また、一人あたり資産額も多く、その運営、維持管理費も多額
となっている。
　公共施設等総合管理計画に基づく施設の集約・複合化などを
進めるなど施設保有量を整理する必要がある。

　受益者負担率は類似団体平均値より高くなっている。過疎対
策に係るソフト事業や基金を活用した事業を実施している分、経
常費用は多くなっていると考えられる。
　また、本町では一般会計で光ケーブル等の情報通信基盤の
管理やCATV運営に係る補助金を支出しており、その経費の一
部を情報通信使用料で賄うなどしているため経常収益は多く
なっていると考えられる。

４．負債の状況

　住民一人あたり負債額は、固定資産形成にあたり地方債を発
行しているため、住民一人あたり資産額と同様の理由で類似団
体平均値に比べ非常に大きくなっている。また、臨時財政対策
債の満額発行、過疎債ソフトの積極的活用等により、住民一人
あたり資産額よりも住民一人あたり負債額の方が、類似団体平
均値との乖離が大きくなっている要因となっている。
　基礎的財政収支は、地方債償還に係る地方交付税措置額を
業務活動収入で収入していることから業務活動収入は黒字と
なっているが、投資活動に係る収入において地方債が占める割
合が多いため投資活動収支は赤字となっている。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 2,239 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 53 人

団体名 島根県海士町 面積 33.44 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 2,538,978 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 325252 類似団体区分 町村Ⅰ－２ 実質公債費率 11.4 ％

将来負担比率 117.0 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 19,357 19,301 19,523 20,314 純経常行政コスト 3,553 3,621 3,872 3,681

負債 9,066 8,786 9,033 9,467 純行政コスト 3,552 3,620 3,866 3,679

資産 23,007 22,851 23,030 23,982 純経常行政コスト 4,088 4,034 4,278 4,042

負債 13,070 12,678 12,871 13,335 純行政コスト 4,087 4,034 4,272 4,041

資産 23,842 23,688 23,670 24,510 純経常行政コスト 4,819 4,731 4,903 4,735

負債 13,436 13,035 13,037 13,469 純行政コスト 4,819 4,732 4,904 4,737

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
50 227 △ 24 112 業務活動収支 597 510 611 746

50 227 △ 24 356 投資活動収支 △ 761 △ 283 △ 950 △ 1,285

10,288 10,515 10,491 10,847 財務活動収支 188 △ 266 242 531

△ 27 237 △ 14 222 業務活動収支 725 675 746 898

△ 27 237 △ 14 487 投資活動収支 △ 835 △ 323 △ 1,038 △ 1,496

9,937 10,173 10,159 10,646 財務活動収支 132 △ 367 175 591

△ 62 247 △ 47 144 業務活動収支 748 667 668 895

△ 62 247 △ 20 409 投資活動収支 △ 842 △ 336 △ 1,044 △ 1,490

10,406 10,652 10,633 11,042 財務活動収支 131 △ 364 306 590

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

分析： 分析：
一般会計等においては、資産総額が203万円余りとなった。負債については、地方債残高が主な内容で94億円余であるが、負債に対する交付税措置率の高い辺地
債、過疎債、臨財債がほとんどである状況などBSには出てこない部分にも注視していく。経年比較としては、おおむね前年並みとなった。

一般会計等においての経常経費は36億円余となり、前年度比191百万円の減少（-5％）となった。
これはジオパーク拠点整備事業など大型が前年度より減少しているためである。
今後も適切な規模や施設の集約化など行い、適正管理に努めることにより、経費の縮減に努める。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

一般会計等において税収等の財源が純行政コストを上回ったことから、本年度差額は112百万円となり、本年度末純資産残高は108億円余となった。
当該施設取得による行政コストの計上は減価償却により徐々になされるため、純資産が増加していることが考えられる。

一般会計等においては、業務活動収支は746百万円であったが、投資活動収支については△1285百万円となっている。財政活動収支については地方債の発行
額が地方債償還額支出を上回ったことから531百万円となった。
行政活動に必要な資金を基金の取崩しと地方債の発行収入によって確保している状況であり、行財政改革を更に推進する必要がある。

分析： 分析：
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
1,935,700 1,930,081 1,952,336 2,031,370 19,357 19,301 19,523 20,314 17,639 18,443 19,282 20,182

2,304 2,286 2,284 2,239 5,126 5,014 5,644 5,868 33,030 33,442 34,681 35,312

840.1 844.3 854.8 907.3 3.78 3.85 3.46 3.46 53.4 55.1 55.6 57.2

758.3 747.9 757.0 750.9 5.01 4.88 4.86 4.85 58.2 58.6 59.5 61.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
10,288 10,515 10,491 10,847 7,736 7,470 7,675 8,254 355,200 362,045 386,600 367,925

19,357 19,301 19,523 20,314 17,593 17,519 17,683 18,468 2,304 2,286 2,284 2,239

53.1 54.5 53.7 53.4 44.0 42.6 43.4 44.7 154.2 158.4 169.3 164.3

77.5 76.1 76.4 75.6 15.8 17.8 17.8 18.9 116.6 116.1 122.8 121.0

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
906,600 878,580 903,274 946,675 650 554 646 775 331 221 240 200

2,304 2,286 2,284 2,239 △ 611 △ 280 △ 828 △ 1,246 3,884 3,842 4,112 3,881

393.5 384.3 395.5 422.8 39 274 △ 182 △ 471 8.5 5.8 5.8 5.2

170.4 178.9 178.7 183.3 △ 3.0 △ 47.9 △ 22.9 △ 89.0 6.8 6.4 6.8 7.0

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

分析欄：

１．資産の状況

住民一人当たりの資産額は、漁港、港湾、道路等のインフラ資
産が多く類似団体と比較しても値は高くなっている。
経年変化には変動が少ないが類似団体と比べて高くなってい
る。人口による影響も大きいが、歳入額対資産比率とあわせ
て、適正化に検討していく必要がある。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

純資産比率は類似団体平均より低い状態であるが将来世代負
担率は、地方債現在高に対し、固定資産合計額が多く類似団
体平均より高くなっている。
また、経年変化は少ないが、高い傾向にあり、その要因としては
地方債が多いことがあげられる。　交付税措置のある地方債も
多いが、今後は繰上償還等を行い、負債の削減に努める。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

住民一人当たりの行政コストは類似団体を上回っており、行革
等により削減に努めていく。

受益者負担は類似団体平均と同程度である。今後も、老朽化の
施設の集約、長寿命化などを行うことにより経常費用の削減に
努める。推移としては、H28年度にその他収益増加のため一時
的に高い水準となった。今後も単年の財政事情により増減があ
るものと思われる。

４．負債の状況

住民一人当たりの負債額は類似団体平均を上回っているもの
の、地方債の種類が交付税措置率が高いものがほとんどであ
るため実質負担額についても注視していくことが必要である。
今後、大型事業の予定もあり更に住民一人当たりの数位が類
似団体との比較差が大きくなると予想される。事業規模の縮減
につとめることや事業の平準化に努めたい。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 2,790 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 73 人

団体名 島根県西ノ島町 面積 55.96 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 2,780,665 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ○

団体コード 325261 類似団体区分 町村Ⅰ－２ 実質公債費率 13.1 ％

将来負担比率 83.7 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 18,277 20,395 20,921 20,408 純経常行政コスト 3,505 3,676 3,878 3,954

負債 10,005 12,063 12,554 12,179 純行政コスト 3,504 3,723 3,926 4,026

資産 21,255 23,397 23,895 23,478 純経常行政コスト 3,985 4,161 4,340 4,402

負債 12,187 14,147 14,530 14,126 純行政コスト 3,984 4,208 4,388 4,474

資産 24,157 26,222 26,232 25,752 純経常行政コスト 5,004 4,958 5,188 5,244

負債 13,254 15,097 15,438 15,009 純行政コスト 5,024 5,026 5,254 5,367

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
436 40 △ 18 △ 134 業務活動収支 581 514 685 648

484 60 36 △ 139 投資活動収支 △ 620 △ 2,599 △ 1,187 △ 342

8,272 8,332 8,368 8,228 財務活動収支 84 2,049 533 △ 355

488 163 60 △ 8 業務活動収支 732 695 856 779

536 183 114 △ 13 投資活動収支 △ 634 △ 2,681 △ 1,261 △ 449

9,068 9,251 9,365 9,352 財務活動収支 △ 54 1,963 426 △ 382

794 207 28 △ 43 業務活動収支 1,169 777 895 845

842 222 △ 332 △ 52 投資活動収支 △ 650 △ 2,733 △ 1,285 △ 450

10,904 11,126 10,794 10,743 財務活動収支 △ 59 1,995 433 △ 391

　一般会計等では、税収等の財源が38億91百万円となり純行政コスト△40億26百万円を下回り、純資産残高は82億28百万円となり、前年度末純資産残高より△1億
40百万円の減額となりました。
　このうち、固定資産等変動分が△4億56百万円となっており、減債基金の取り崩しによる貸付金・基金等の減少△5億81百万円が大きく影響して純資産が減少してい
ることが考えられます。
　全体会計では、税収等の財源が44億66百万円となり純行政コスト△44億74百万円を下回り、純資産残高は93億52百万円となり、前年度末純資産残高より△13百万
円の減額となりました。
　連結会計では、税収等の財源が53億25百万円となり純行政コスト△53億67百万円を下回り、純資産残高は107億94百万円となり、前年度末残高より△51百万円の
減額となりました。

　一般会計等では、業務活動収支が6億48百万円でしたが、投資活動収支はごみ処理施設（ストックヤード）建設、体験型施設整備、中央公民館改修等を行った
ことから△3億42百万円となっています。財務活動収支は、地方債の繰上償還により償還支出が地方債発行収入を上回ったことから△3億55百万円となりまし
た。近年大型事業（学校建設、ごみ処理施設整備、庁舎建設など）に取り組んでいるため、地方債償還が本格化する令和3年度以降は財務活動収支もマイナス
に転じる見込みであり、基金取り崩しによる財政運営を行わざるをえない状況となっています。
　全体会計では、業務活動収支が7億79百万円でしたが、投資活動収支は上記に加え水道管更新、下水道施設更新を行ったことから△4億49百万円となってい
ます。

分析： 分析：

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

　一般会計等では資産合計が204億8百万円で前年度から5億13百万円の減額（-2.5％）となっています。
　固定資産全体では1百万円の増額となっており、変動の大きい項目は事業用資産でごみ処理施設（ストックヤード）建設、体験型施設整備、中央公民館改修等により
3億60百万円の増額となっています。減額となったもので大きい項目はインフラ資産で△2億99百万円となっています。また、投資その他資産では、庁舎建設基金の取
り崩しを行ったため22百万円の減額となっています。流動資産については、5億15百万円の減額となり、地方債の繰上償還による減債基金△4億70百万円の減額が主
なものです。
　負債では、負債額が3億75百万円減額となり、固定負債で地方債の増を主要因に1億34百万円の増額となった一方、流動負債では1年以内償還予定地方債の減を
主要因に5億9百万円の減額となっています。
　全体会計では資産合計が234億78百万円で前年度から4億17百万円の減額（-1.8％）となっています。

　一般会計等では経常費用42億72百万円に対し経常収益3億18百万円で純経常行政コストは39億54百万円（前年度から76百万円）の増額となっています。前
年度と比較し、経常費用1億30百万円（業務費用1億41百万円、移転費用△11百万円）の増額となり、経常収益も54百万円の増額となっています。
　業務費用では人件費が不足している職員の補充を積極的に行ったことなどにより20百万円、維持補修費は84百万円、減価償却費は平成30年度に建設した学
校給食共同調理場、体験型施設、家畜市場等により54百万円の増額となりました。
　一方で、移転費用については、他会計への繰出金が△90百万円の減額となりました。
　経常収益は、使用料及び手数料が△4百万円の減額、その他は58百万円の増額となっています。
　新設した施設の維持管理費等による経常費用の伸びなどは予想されていましたが、引き続き行政コストの削減を行っていく必要があると言えます。
　全体会計では経常費用49億円に対し、経常収益4億94百万円で純経常行政コストは44億2百万円となっています。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

分析： 分析：

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
1,827,730 2,039,477 2,092,142 2,040,768 18,277 20,395 20,921 20,408 20,269 20,976 21,884 22,741

2,924 2,887 2,850 2,790 5,124 7,067 5,693 6,129 34,255 37,099 38,489 39,384

625.1 706.4 734.1 731.5 3.57 2.89 3.67 3.33 59.2 56.5 56.9 57.7

758.3 747.9 757.0 750.9 5.01 4.88 4.86 4.85 58.2 58.6 59.5 61.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
8,272 8,332 8,368 8,228 8,142 10,206 10,733 10,428 350,429 372,319 392,612 402,554

18,277 20,395 20,921 20,408 15,803 17,829 18,256 18,279 2,924 2,887 2,850 2,790

45.3 40.9 40.0 40.3 51.5 57.2 58.8 57.0 119.8 129.0 137.8 144.3

77.5 76.1 76.4 75.6 15.8 17.8 17.8 18.9 116.6 116.1 122.8 121.0

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
1,000,461 1,206,287 1,255,391 1,217,943 633 558 722 678 282 229 264 318

2,924 2,887 2,850 2,790 △ 495 △ 2,474 △ 1,125 △ 832 3,787 3,905 4,142 4,272

342.2 417.8 440.5 436.5 138 △ 1,916 △ 403 △ 154 7.4 5.9 6.4 7.4

170.4 178.9 178.7 183.3 △ 3.0 △ 47.9 △ 22.9 △ 89.0 6.8 6.4 6.8 7.0

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

　受益者負担比率は、類似団体平均値を上回り、平成28年度並
みとなりました。
　令和元年度は、経常費用で人件費20百万円、維持補修費84
百万円、減価償却費54百万円など1億30百万円伸びましたが、
経常収益も54百万円伸びたため受益者負担比率は1.0％伸び
ました。

４．負債の状況

　住民一人当たり負債額は、類似団体と比較して大きく上回って
いますが、大規模事業に係る元金償還の始まる令和3年度頃ま
では高い状態が続くものと考えられます。一方で、過疎債、辺地
債は償還期間が12年、10年と短いため、その後急激に減少する
と考えられます。
　基礎的財政収支は、業務活動収支の黒字分を投資活動収支
の赤字分が上回っているため△1億54百万円となり、類似団体
平均値を下回っています。今後は、大型事業に係る地方債償還
が増え、それに伴う交付税収入も増えるため業務活動収支の黒
字分が伸び基礎的財政収支については改善することが予想さ
れます。しかし、前述の大型事業地方債の償還に伴い財務活動
収支が急激に悪化するため、全体では悪化することが予想され
ます。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たり行政コストは、類似団体平均値を上回ってい
ます。前年度と比較し、平成30年度に建設した学校給食共同調
理場、体験型施設、家畜市場等の減価償却費の発生、住民人
口の減少、維持補修費の増加により悪化しました。今後、大型
事業の減価償却が進むにつれさらに悪化することが予想されま
す。また、平成29年度から特定有人国境離島法による施策が開
始されたことなどにより行政コストが大きく伸びています。なお、
西ノ島町は離島という特性上、航路維持に対する補助金等や海
上輸送にかかる経費が様々なことに上乗せされることにより他
団体より行政コストが高くなる傾向があると考えらます。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は類似団体と比較し大幅に低く、将来世代負担比
率は大幅に高い状況となっています。自主財源に乏しい西ノ島
町では普通建設事業を行う場合、国県等補助金、地方債の発
行が必須となるためです。このため交付税措置率の高い過疎
債、辺地債を中心に有利な条件の地方債の借入を行っていま
す。
　令和元年度は、基金の取り崩し等により資産合計は減少しま
したが、地方債借入よりも償還が上回っていることによる負債額
の減少が影響して純資産比率は0.3％の増となり、将来世代負
担比率は1.8％の減となりました。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

　前年度と比較し、住民一人あたりの資産額が類似団体平均値
により近似した値となりました。各施設の建設による増加額と老
朽化による減少額はほぼ同額でしたが、地方債の繰上償還に
伴う減債基金の取り崩しが5億円ほどあったため、前年度より5
億1,374万円（一人当たり2.6万円）減少しています。
　歳入額対資産比率は類似団体と比較し大幅に低くなっていま
す。令和元年度（歳入総額61億29百万円）は分母となる歳入総
額が増加し、分子となる資産合計が減少したため前年度より
0.34年減少しています。なお、平成29年度はごみ処理施設整備
などの大規模事業の地方債借入があったため歳入総額が大き
く一時的に低い値になっていたとも言えます。
　有形固定資産減価償却率は積極的に施設整備を行った結
果、類似団体を少し下回る結果となりました。今後は、インフラ
資産である道路や水道管などの更新を進めていく必要がありま
す。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値
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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 14,040 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 229 人

団体名 島根県隠岐の島町 面積 242.82 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 8,431,298 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 325287 類似団体区分 町村Ⅲ－２ 実質公債費率 9.2 ％

将来負担比率 112.7 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 118,016 116,174 114,447 113,979 純経常行政コスト 14,043 15,086 14,414 14,730

負債 23,302 24,287 24,938 27,215 純行政コスト 14,115 15,002 14,402 14,725

資産 126,330 126,524 126,061 126,801 純経常行政コスト 16,305 17,210 16,253 16,532

負債 32,380 35,197 36,255 38,739 純行政コスト 16,376 17,128 16,241 16,527

資産 133,505 134,478 133,244 133,292 純経常行政コスト 20,218 20,546 19,947 20,170

負債 34,424 38,031 38,713 41,097 純行政コスト 20,399 20,554 20,197 20,323

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
△ 1,969 △ 2,642 △ 2,455 △ 2,777 業務活動収支 2,635 1,641 1,932 1,426

△ 1,983 △ 2,827 △ 2,378 △ 2,746 投資活動収支 △ 1,817 △ 2,620 △ 2,563 △ 3,703

94,714 91,887 89,509 86,763 財務活動収支 △ 726 857 716 2,292

△ 1,140 △ 1,787 △ 1,598 △ 1,776 業務活動収支 3,395 1,736 2,514 2,009

△ 1,154 △ 2,623 △ 1,521 △ 1,745 投資活動収支 △ 2,916 △ 2,720 △ 3,364 △ 4,680

93,950 91,327 89,806 88,061 財務活動収支 △ 440 1,101 980 2,534

△ 1,629 △ 1,791 △ 2,054 △ 2,180 業務活動収支 3,289 1,886 2,546 1,899

△ 1,621 △ 2,634 △ 1,916 △ 2,336 投資活動収支 △ 2,924 △ 2,865 △ 3,417 △ 4,649

99,081 96,447 94,531 92,195 財務活動収支 △ 416 1,224 1,001 2,537

　一般会計等においては、税収等の財源（11,948百万円）が純行政コスト（14,725百万円）を下回っており、本年度差額は▲2,777万円となった。税収等の減少はあった
ものの国県等補助金に伸びがあったため財源は前年度とほぼ同額であったが、経常費用の増に伴い純行政コストが増大したため、前年に比べ本年度差額は大きく
なっている。また、本年度純資産変動額については、上記の理由等により、▲2,746百万円となった。
　全体では、国民健康保険事業勘定特別会計の国民健康保険税や下水道事業の国県等補助金が財源に追加されることから、一般会計等と比べて財源が2,803百万
円多くなっている。
　連結では、隠岐広域連合の介護保険料が税収等に含まれることなどから、一般会計等と比べて財源が6,194百万円多くなっている。

　一般会計等においては、業務活動収支は1,426百万円であったが、投資活動収支については、庁舎整備事業等により、公共施設等整備費支出が依然高い値
で推移していることから、▲3,703百万円となっている。財務活動収支については、地方債の発行収入が地方債の償還額を上回っていることから、2,292百万円と
なり、地方債残高が増加している。
　全体では、国民健康保険税があること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることなどから、業務活動収支は一般会計等より583百万円多くなってい
る。投資活動収支では、下水道管渠の整備進行中であるため、一般会計等より▲977百万円となっている。財務活動収支は、全体においても地方債の発行収
入が地方債の償還額を上回っており、地方債残高が増加している。
　連結では、隠岐病院（隠岐広域連合）の診療収入等が業務収入に含まれることから業務収入が一般会計等より7,816百万円多くなるが、それに伴って業務支
出も増加するため業務活動収支は全体より110百万円減少している。財務活動収支は、連結においても地方債の発行収入が地方債の償還額を上回っており、
地方債残高が増加している。

分析： 分析：

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

　一般会計等においては、資産総額が前年との比較で468百万円の減少（▲0.4％）となった。これは、インフラ資産のうち工作物減価償却累計額の増大によるもので
あり、今後も一定の額でインフラ資産は減少していくものである。また、負債総額は2,277百万円の増加（9.1％）となった。このうち変動が最も大きいものは地方債（固定
負債）であり、庁舎整備事業等の大規模事業が続いていることから、2,246百万円増加（10.8％）した。令和2年度以降も大規模事業が続くため、地方債は増加の見込
みである。
　上水道事業会計、下水道事業特別会計等を加えた全体では、負債総額が資産総額を上回る下水道事業特別会計が加わるため、負債の割合が大きくなる。資産総
額は、上水道管、下水道管等のインフラ資産を計上していること等により、一般会計等に比べて12,822百万円多くなるが、負債総額も現在管渠の整備途上であり、地
方債（固定負債）を充当していること等により、11,524百万円多くなっている。
　隠岐広域連合、第三セクター等を加えた連結では、病院及び消防施設に係る資産等を計上していること等により、資産総額は一般会計等に比べて19,313百万円多く
なっている。一方の負債総額は広域連合の病院整備や医療機器更新等に地方債（固定負債）を充当していることなどから、一般会計等に比べ13,882百万円多くなっ
ている。

　一般会計等においては、経常費用のうち業務費用のほうが移転費用よりも多く、中でも最も金額が大きいのは減価償却費を含む物件費等（7,133百万円）であ
り、経常費用の46.4％を占めている。昨年と比べると物件費は192百万円の増（2.8％）となっており、主な増加要因は、投資的経費の伸びに伴う事務費の増額、
情報基幹システムの更新などの委託料の増である。また、次いで高い割合を占めているのが補助金等（3,979百万円）であり、一部事務組合負担金（隠岐病院
負担金）の増等により、前年と比べ90百万円の増（2.3％）となるなど、経常費用の25.9％を占めている。今後は公共施設等の廃止、譲渡も視野に入れつつ適正
管理に努め、経費を抑制していくことが必要となる。
　全体では、水道料金等を使用料及び手数料に計上しているため、一般会計等に比べて、経常収益が611百万円多くなっている。一方、国民健康保険や後期
高齢者医療の負担金を補助金等に計上しているため、移転費用が1,151百万円多くなり、純行政コストは1,802百万円多くなっている。
　連結では、一般会計等に比べて、隠岐病院（隠岐広域連合）の診療収入を使用料及び手数料に計上しているため、経常収益が2,587百万円多くなっている。
一方、隠岐広域連合の人件費や物件費等及び介護保険事業の負担金を計上したことにより、業務費用は5,100百万円、移転費用は2,927百万円多くなってお
り、純行政コストは5,598百万円多くなっている。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

分析： 分析：

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
11,801,612 11,617,386 11,444,652 11,397,899 118,016 116,174 114,447 113,979 111,357 115,974 120,735 125,538

14,694 14,504 14,307 14,040 15,314 17,238 16,151 17,926 213,788 215,480 217,325 220,851

803.2 801.0 799.9 811.8 7.71 6.74 7.09 6.36 52.1 53.8 55.6 56.8

295.7 255.0 258.9 258.1 5.14 4.29 4.22 4.01 58.6 59.7 60.4 61.3

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
94,714 91,887 89,509 86,763 16,606 17,449 18,179 20,609 1,411,461 1,500,238 1,440,180 1,472,460

118,016 116,174 114,447 113,979 111,073 109,369 107,426 107,320 14,694 14,504 14,307 14,040

80.3 79.1 78.2 76.1 15.0 16.0 16.9 19.2 96.1 103.4 100.7 104.9

80.3 76.9 76.2 74.9 11.3 13.9 14.8 16.2 46.5 48.3 48.1 48.5

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
2,330,211 2,428,660 2,493,765 2,721,536 2,827 1,799 2,065 1,539 787 611 632 632

14,694 14,504 14,307 14,040 △ 1,802 △ 2,745 △ 2,556 △ 4,049 14,830 15,697 15,046 15,362

158.6 167.4 174.3 193.8 1,025 △ 946 △ 491 △ 2,510 5.3 3.9 4.2 4.1

58.2 58.8 61.6 64.8 205.0 101.8 71.3 △ 18.0 6.2 6.0 6.6 6.9

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

　受益者負担比率は類似団体平均を下回っており、行政サー
ビス提供に対する直接的な負担の割合は比較的低くなってい
る。当町では子育て施策の一環で、保育料を国基準の概ね5割
程度に軽減した上に第二子以降はすべて無償化しており、それ
が収益減の一因となっている。前年度に比べ経常費用が増額
している要因は「財務書類に関する情報①」に示した通り、物件
費の増額によるところが大きい。公共施設等の使用料の見直し
を行うとともに経常費用を削減する取り組みを進める。

４．負債の状況

　住民一人当たり負債額は、類似団体平均を大きく上回っている。
地方債残高は平成初期の大規模プロジェクトにより大きく膨らんだ
が、町村合併以降、地方債の新規発行を抑制してきたことにより
平成28年度までは順調に縮小していた。しかし、H29年度より開始
した大規模事業の影響により地方債残高が増加し、住民一人当た
り負債額も増加した。今後も大規模事業が続き地方債残高が更に
増大する見込みであるため、引き続き財源措置のある有利な地方
債を中心に発行すると共に、繰上償還も視野に入れつつ地方債残
高の縮小に努める。
　基礎的財政収支は、基金積立金支出及び基金取崩収入を除い
た投資活動収支の赤字分を業務活動収支の黒字分が大幅に下
回ったため▲2,510百万円となっており、これは類似団体平均を大
きく下回っている。前年度より開始した大規模事業が原因である
が、経常的な支出は税収等で賄えており、今後も収入の確保及び
経費節減を図っていく。

負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　住民一人当たりの行政コストは類似団体平均を大きく上回っ
ている。これは離島という地域特性から他自治体との社会福祉
施設・環境衛生施設等の広域連携が難しく、各施設の運営コス
トが高くなっているためと考えられる。また物件費等に次いで大
きな割合を占める補助費等については、その3割弱を隠岐広域
連合負担金が占めているがこれは今後も同額～微増程度で推
移していくことが考えられる。事務事業の見直しを適宜図りなが
ら経費節減に努める。

類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は、類似団体平均と同程度であるが、純行政コス
トが財源を上回っており、純資産が減少していることから、行政
コストの節減を図っていく必要がある。
　将来世代負担比率は類似団体平均を少し上回っている。大
規模事業の進捗により前年と比べ2.3％増加している。今後も
大規模事業が継続する見込みであり、地方債の新規発行額が
増加していくことが見込まれるが、引き続き事業実施の適正化
を図り、財政の健全化に努める。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額は類似団体平均を大きく上回っている
が、これは合併前に旧町村毎に整備した公共施設があり、保
有する施設数が多いためと考えられる。しかし、老朽化した施
設が多く、今後も平成28年度に策定した公共施設等総合管理
計画に基づき公共施設等の集約化・複合化あるいは民間譲渡
等も視野に入れつつ適正管理を行っていく必要がある。
　歳入額対資産比率については、前年度よりも減少している
が、依然として類似団体平均を少し上回る結果となっている。過
去に道路や公共施設などのインフラ整備を重点的に進めてき
た結果が表れているといえる。
　有形固定資産減価償却率については、類似団体平均を少し
下回っているが一般的な水準よりは高い。多くの公共施設が老
朽化し今後更新を迎えることになるため、点検・診断や計画的
な予防保全による長寿命化を進めていくなど、公共施設の適正
管理に努めていく。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値
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